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要因に関する研究

――日本のジャーナリスト調査の計量分析――

宮脇　健

A Study about the Factor Which Prescribes a Power 
Monitoring of the Mass Media:

Measure Analysis of a Japanese Journalist Investigation

MIYAWAKI, Takeshi

Abstract

It’s considered using a result of the questionnaire survey what kind of understanding to 

have to the situation that a journalist who belongs to the organization of the mass media 

is put at present to make the main subject clear about the journalism activity that the mass 

media do.

Journalists recognized that supervision of power of the mass media played the impor-

tant role as the result, and it became clear that “the degree of satisfaction to the annual in-

come”, “the degree of satisfaction to the in-house organization” and its degree of satisfac-

tion are influenced by a related one or a prescriptive way of thinking as a professional 

trade as the factor.

要　約
本論は、マスメディアの行う、ジャーナリズム活動に関して明らかにするために、
マスメディア組織に属するジャーナリストが現在置かれている状況に対してどのよう
な認識を持っているのかアンケート調査の結果を用いて考察する。
その結果として、ジャーナリストは、マスメディアの権力の監視が重要な役割を果
たしていると認識しており、その要因として、「年収への満足度」や「自社組織への
満足度」、そして、その満足度が関係しているのか、専門職業としての規範的な考え
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方により左右されることが明らかになった。

キーワード

マスメディア（Mass Media）

ジャーナリズム（journalism）

権力（Power）

序.　問題の所在

マスメディア組織に属するジャーナリスト
が実践する活動は、自身だけでなく他者を含
めた環境世界についての情報を共有する社会
の基盤と考えられてきた（Lippmann, 1922＝
1987）。そして、社会において常にジャーナ
リズムの中核的位置を占めてきたのはニュー
スであった。マスメディアが提供するニュー
スは、世界を、われわれ自身を、互いを認識
する方法を形成し、なおかつ、われわれの共
有された現実を構築し、維持してきた（Carey, 

1989）。こうして、そのニュースは、社会の
紐帯の役割を果たし、様々な出来事に関する
ストーリーの消費は、共通する読者の「想像
の共同体」 にわれわれを結びつけきた
（Anderson, 1991＝1997）。言い換えれば、ニ
ュースを消費し議論する儀式を通じて、われ
われは様々なコンテクストの中で、主体とし
ての自分自身を理解し、構築する。また、他
方でマスメディアが行う、ジャーナリズム活
動は民主主義と必然的な関係をもつと見なさ
れ、それゆえ、マスメディアが行う、実践的
な活動、すなわち、ジャーナリズムは、われ
われのアイデンティティを形成し、市民間
の、市民とその代表の間での、会話と熟慮を

可能にする重要な役割を果たすと解されてき
た。この理解では、マスメディアが行う、ジ
ャーナリズム活動によって、市民の民主的な
政治活動は可能となる。
しかし、こうしたマスメディアの行うジャ
ーナリズム活動の持続と展望に関する楽観的
な見解は、必ずしも共有されているわけでは
ない。端的に言えば、デジタル技術を原動力
とする相互作用的なコミュニケーション技術
の到来とともに、われわれの知るジャーナリ
ズムは「死んだ」と宣言され、「ゾンビの制
度」と称されるような状況が生まれてきてい
るのである（Deuze, 2006, pp. 2）。つまり、
既存のメディア（1）として情報を人々に伝達
する中心に位置づけられてきたマスメディア
は、もはやその位置にとどまることが困難と
なる現状がある。ジャーナリズム活動で生じ
る、誤報や捏造により、マスメディアへの信
頼が低下していることもこの状況の原因の一
つだと考えられる（植村，2015）。言い換える
と、マスメディアが有しているとされてきた
重要な機能に対して、懐疑的な目が向けられ
ていることも一つの原因であるといえる（2）。
特に、本論で考察する、権力の監視というマ
スメディアが持つ重要かつ規範的な機能は、
日本のコンテクストでいえば、2011年3月11

日に発生した東日本大震災における、政府、

（ 1） 本論では、既存のメディアといった場合に、伝統的なマスメディア、新聞、テレビのことを指す。一方で、
新しいメディアといった場合にはインターネットを指す。

（ 2） マスメディアが行う活動としてのジャーナリズムに対する懐疑的な見解や衰退に関しては、宮脇（2013）
の中で井出（2010）の議論を中心に紹介しているので参照のこと。
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原子力安全・保安院、東京電力の会見に関す
るニュースは「大本営発表」、「発表ジャーナ
リズム」と揶揄され、いわゆる番犬として、
権力と対峙することへ困難さを提示したとい
える（上杉，2011：瀬川，2011：福田・宮
脇，2013）。こうした規範的懸念を惹起する
のは、伝統的なジャーナリズムの衰退の可能
性である。
にもかかわらず、マスメディアが行うジャ

ーナリズム活動は依然として現代の重要な意
味を生産し、われわれはマスメディアの行
う、ジャーナリズム活動を通じてその時代を
理解する。もしも、マスメディアが依然とし
て社会においてこうした中心的な役割を果た
すのであれば、その研究は、どのような立場
に立つかにかかわりなく、現代社会の理解に
とって極めて重要な意義を持つ。
ゆえに、本論では、まず、マスメディアの

行う、ジャーナリズム活動に関して明らかに
するために、マスメディア組織に属するジャ
ーナリストが現在置かれている状況に対して
どのような認識を持っているのかアンケート
調査の結果を用いて考察する。前述したよう
に、マスメディアは現実を映す一つの重要な
ツールとして機能しているが、社会における
信頼や位置づけは依然として厳しい状況にお
かれている。とすると、マスメディアに属す
るジャーナリストたちは自らが果たす役割や
その活動に関して、どのような意識を持って
いるのか明らかにすることで、ジャーナリズ
ムの機能について再考する。
そのため、日本のジャーナリストのマスメ

ディアに関する機能とジャーナリズムの役割

に関する認識とを知ることで、主として、マ
スメディア組織で働くジャーナリストの意識
構造の一端を導き出し、マスメディアが有す
る機能を規定している要因について特定する
ことを目的としている（3）。　

1. �ジャーナリストの意識に関す
る比較分析

近年、テレビ、新聞といった既存のメディ
アを取り巻く環境が激変していることは、言
うまでもない事実である。この現象は世界各
国、とりわけ先進諸国で顕著であるといえる。
このように劇的に環境が変化する中で、従
来の政治とメディアに関する研究は欧米の中
心のコンテクストを中心に民主主義における
マスメディアの役割や機能とその意義につい
て考えてきた。例えば、アメリカでは1990年
代に政治報道がシニカル化してきたことが明
らかになっている（Capel la & Jamison，
1997）この現象はアメリカ特有の現象ではな
く、欧米のみならず先進国及び日本でも起こ
っている現象であることが、欧米の理論枠組
みにより説明されている（谷口，2002）。だ
が一方で、Hallin & Mancini （2004, 2012）が
指摘しているように、欧米流のコンテクスト
に必ずしもなじまない、アジア、アフリカ、
南米など非西欧世界のジャーナリズムを等閑
視してきたことも事実である。そのため、非
西欧的なジャーナリズムを説明する際に欧米
の研究枠組みがそのまま適応できない場合が
ある。
上記のことが示唆していることは、政治と

（ 3） ジャーナリズムとマスメディアが同義でないことは言うまでもない。ジャーナリズムとは記録をし、広く
多くの人々に情報を伝達する社会的な活動である。この活動は、必ずしもマスメディアの組織に属する人
だけが行うわけではない。日本に限らずフリーのジャーナリストの活動もあてはまる。ただし、多くの場
合、マスメディア組織に属することが多いため、本論では、主にマスメディアの組織に属する人々の意識
に焦点を当てる。
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メディアの研究において、ある一つの国に特
有の現象、またはある地域に特有の現象であ
るかどうかを説明するには比較が必要とな
り、比較することで自明と言われてきた概念
が不自然である理解することができる。
しかしながら、こうしたメディアシステム

レベルでの研究は行われてきたものの、欧米
型のジャーナリズムとの比較対象となる、日
本において、マスメディア組織に属するジャ
ーナリストの意識やマスメディアの役割に関
する認識について十分に分析されてきたとは
言い難い（大井ら，2008）（4）。マスメディア
で従事するジャーナリストがマスメディアの
機能や役割の認識について、どのような意識
を持っているのか明らかにすることで、ジャ
ーナリズムの意識構造の一般化が可能となる。
そこで、本論では、マスメディアの機能と

して民主主義に関わる、権力の監視機能に対
して日本のジャーナリストがどのような認識
をもっているのか、各国のデータと比較し、
その特徴を明らかにする。その上で、彼らの
権力の監視機能の認識を支える要因は何か特
定し、日本において、マスメディアの権力の
監視に対して、ジャーナリストの意識を支え
る要因について検討することを通じて、日本
のジャーナリストの意識の一端を明らかにす
る。
この作業を通じて、日本のマスメディア組

織に属するジャーナリストの意識が、日本固
有のものであるのか、それとも欧米の国々の
ジャーナリストにも通ずるような要因である
のか、またはアジア諸国でも通ずる要因なの
か、各国のデータと比較しながら明らかにす

るための下敷きとしたいと考えている。

2. �日本のマスメディアの役割概
念とジャーナリストの意識を
規定する要因

日本に限らず、マスメディアの機能とし
て、先進工業国では「監視犬・番犬（watch 

dog）」、「傍観者（Spec t a to r）」、「使用人
（Servant）」など3つの機能が見られてきた
（蒲島・竹下・芹川，2007 pp.22）。また、ジ
ャーナリズムの役割概念について、3つの制
度的役割の次元を設定している場合もある。
第一に、ジャーナリストが特定の使命や価値
を追求したり促進したりする程度を反映する
もので、社会的使命や価値に対する関与と非
関与（超然）と称される。この指摘は、前述
の「傍観者（Spectator）」にあたる。第二は、
社会における権力に対するジャーナリストの
位置、対権力との関係であり、権力に対する
「第4階級的」「番犬的」モードに対して、権
力に対する日和見的、忠誠的または協力的モ
ードである。第三は、ジャーナリストは、市
民としてオーディエンスを志向するか、消費
者としてのオーディエンスを志向するか、で
ある。後者のジャーナリズム文化は強力に市
場のロジックに従い、前者は公共の利益や情
報に通じた市民の創出を重視する（Hanitzsch 

et al. 2012）というものである。
以上の指摘から、特に、ジャーナリズムの
理想と考えられる、番犬としての権力の監視
に関する機能は、国家権力が公共の利益に反
しないように絶えず監視の目を光らせる重要

（ 4） 日本においてジャーナリストに対して行った大規模なアンケート調査は日本新聞協会研究所（1994）の「新
聞記者アンケート」や日本民間放送連盟（1996）「民放テレビ報道担当者調査」がある。それ以外では、日
本大学法学部新聞学研究所（2008）「日本のジャーナリスト1000人調査」があるが、日本においてマスメデ
ィアもしくはジャーナリズム研究が行われているにもかかわらず、送り手に関する集合的なデータ分析に
よる研究は蓄積が非常に少ない。
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な機能として考えられてきた（原，1997）。
その一端を主にマスメディアが担ってきたの
である。
だが、日本のように欧米流のマスメディア

システムが発展した国でも、研究者により、
メディアが果たす機能に関する見解が異なる。
たとえば、1980年代から日本の政治とメデ

ィアの関係を観察してきたウォルフレン
（1990）は、日本のマスメディアのことをシ
ステムと呼び、政治システムを維持させるた
めに存在すると非難した。彼は、マスメディ
アで従事するジャーナリストらの行動を目の
当たりにして、結果として権力の監視ではな
く、権力を維持するための文化装置として機
能していることへの強い懸念を示した。つま
り、マスメディアに従事するジャーナリスト
らの活動が国家権力に対して「使用人」にな
っているととらえた。
一方で、日本のマスメディアが権力の監視

を果たしているというよりも、時には権力に
近寄り、時には離れるといった、その時々で
変化するトリックスター的であると Pharr

（1996）は指摘した。つまり、その場その場
で態度が変わり、権力とのスタンスがコンテ
クストにより決まるため、一貫性がないと考
えたのである。
こうした、様々な議論が起こる背景には、

マスメディアに従事するジャーナリストが、
国家権力と対峙し、常にその行動を観察する
ことにより、問題があれば警鐘を鳴らすこと
で、絶えず、社会にその行動を晒し、誤った
方向に進まないように歯止めをかける役割を
担うべきだ、というマスメディア組織の行う
ジャーナリズム活動に対する、規範的な共通
の認識があるためと言える。　
しなしながら、先にも述べたように、3.11

のような危機が生じた場合には必ずしも権力
の監視が機能しているとは言えないと指摘さ

れることがある。むしろ、国家権力の情報を
そのまま市民に報道し、その機能を果たせて
いないと指摘されることもある。
では、こうした権力の監視という機能を果
たすためには、マスメディア、もしくはマス
メディアで従事するジャーナリストはどのよ
うな制約から解放されればよいのだろうか。
当然、彼らは記事を書くために、権力から
は、一定の距離を保つ、または独立している
ことが望ましと考えられる。独裁国家であれ
ば、権力の監視を行おうとしても、多くの場
合、国家による介入が生じるため、市民に提
示されるニュースは国家に都合の良いもの、
または偏向したものになりやすい。
つまり、マスメディア組織が、国家権力や
ニュースの素材となる情報源とは可能な限り
独立した位置にいることが望まれるのであ
る。独立性に関してはマスメディア組織のみ
ならず、ジャーナリスト個人も含むことは言
うまでもない。また、その際に、ジャーナリ
スト及び、その属する組織内の取り巻く環境
も重要となってくる。ジャーナリストとその
組織が社会的使命を果たすという高い職業倫
理や規範を持つこと、または、組織内での
様々な制約から解放されることにある。
他方、日本では、マスメディアの所有形態
は主に株式会社であるため、商業メディアと
なる。その場合に、当然、広告主、スポンサ
ーといった組織に関わる外因が彼らの行動を
左右することもある。また、マスメディア組
織の経営に影響を及ぼす広告主やスポンサー
への配慮をする必要が場合により生じるた
め、経営者の判断が、時としてジャーナリス
トの仕事に影響を与えることもある。
以上のように、権力の監視という機能を果
たすために、もしくはその役割を遂行するた
めには、多くの制約からの解放、もしくは制
約を受けないことが必要な条件となる。
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Shoemaker&Reese（1991，1996）はジャー
ナリストが取材もしくは活動の中で受ける制
約を5つのレベルに想定している。まず、①
個人レベルの要因である。先に述べたよう
に、ジャーナリスト個人が活動する際に個人
の考え方、思想、または経験、性別などによ
り、その報道内容が場合によって変わること
があると考えた。権力の監視に関して言え
ば、個人レベルにおいて、国家権力が行って
いる行動に問題があった場合に、デスクがそ
の行動を問題視するかどうかは、そのデスク
の個人レベルでの判断にゆだねられることに
なる。その点でいえば、ジャーナリストの
個々人が持つ考え方いかんでは、報道の内容
が変わってくる。あるマスメディア組織では
国家権力の不祥事が報道されて、あるマスメ
ディア組織の報道では、不祥事が報道されな
いということは往々にしてあるため、デスク
の経験など個人の違いが、その内容に影響を
及ぼすと考えられる。
実際に、送り手研究の古典でもあるWhite

（1950）のゲートキーパーの研究によると、
ニュースとして報道される内容は個人の思考
にゆだねられることを、ワイヤーエディター
のニュース選択に関する観察から結論を導き
出している。ただし、多くの場合、ジャーナ
リストとしての専門職業の倫理や規範といっ
た、より普遍的なレベルの要因が働くため
に、個人レベルの判断というよりも、マスメ
ディア組織内の②ルーティーンレベルの要
因、もしくは③組織内レベルの要因がジャー
ナリストの取材や活動内容に作用していると
考えられる。このルーティーンレベルとはジ
ャーナリスト自身が常日頃行う、日常化した

業務である。たとえば、作業のための形式、
客観報道、人員の配置などがこれにあたる。
次に、③組織内レベルの要因は組織の方
針、上司との接触などがあたる。国家権力を
報道するか否かといった場合にも、ジャーナ
リストは個人レベルの要因により様々な決定
を行うというよりも、組織または組織内での
先輩や上司との接触によって醸成されるジャ
ーナリストとしての専門性、または倫理、規
範によって報道の内容が決定されると解釈す
るのが妥当である。こうした非公式であれ、
公式であれ、社内での教育を含めた活動を通
じて、すなわち、社会化を通じて、専門性を
有するようになるのである（Breed，1955）。
しかしながら、時として、マスメディア組
織の経営者はジャーナリストとしての専門性
を有しながらも、組織のトップとして経営と
いう点を重視しなければならないこともある
ため、経営を重視した決定は起こり得るので
ある。当然、④組織外レベルの要因として、
情報源との関係というものも（クライアン
ト、政府、圧力団体など）との関係も報道内
容に影響を及ぼすと考えられる。情報源、す
なわち利害関係者との関係が密接になればな
るほど、特ダネをとれる可能性が生じるが、
一方で、関係が密接になるほど、事実をその
まま書くことが難しくなる場合がある。その
ため、できる限りジャーナリストは情報源、
本論では監視される側にあたる、政治家、圧
力団体の関係者などとは一定の距離を保つこ
とが重要となる（5）。
以上のように、権力の監視というマスメデ
ィアの機能一つをとってみても、ジャーナリ
ストは様々な制約からの影響を受けているた

（ 5） Shoemaker＆Reese（1991，1996）は 5つ目のレベルとしてイデオロギーをあげているが、本論では権力監
視の要因として変数としない。彼女らはイデオロギーレベルがジャーナリズム活動のアウトプットとして
のニュースに与える要因として重視している。その点は筆者も同意するが、日本のマスメディアに従事す
るジャーナリストにイデオロギーに関する質問を行うことは困難であり、本論では扱うことが出来ない。
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め、様々な要因からの影響の度合いのよって
も、その役割の遂行度合いが異なってくる。
当然ながら、情報源、ここでは、国家権力も
含む、利害関係者からの影響を色濃く受けて
いる場合には、権力の監視という機能を十分
に果たすことは困難となるだろうし、ジャー
ナリストとしての専門性や職業倫理が高くな
くては、権力と対峙することは難しくなる。
では、日本において、マスメディアの権力

の監視という機能は果たされているとジャー
ナリストたちは考えているのか、また果たさ
れているのであれば、なぜそのように考える
のか、彼らの思考を支えるものは何か、明ら
かにすることで、日本のマスメディア組織で
活動するジャーナリストの傾向が明らかにな
るといえる。
この分析に入る前に、本論で使用するアン

ケート調査の概要について説明しておく。

3. 調査概要

「日本のジャーナリスト調査」の調査概要
は以下の通りである。

・ 調査対象者：日本在住のジャーナリスト
・標本抽出法：有意抽出法（作為抽出法）
・調査実施法： 自記式質問紙による託送調

査法
・調査期間：2013年2月～3月末
・発送数：2200票
・回収数：747票（回収率  33.9％）
・有効回答数： 747票（有効回答率  33.9％）

今回の「日本のジャーナリスト調査」の調
査対象は、新聞社、通信社、テレビ局に所属

する日本在住の記者、報道関係者を対象とす
ることとした。ここで報道関係者とはマスメ
ディアの取材報道に携わっている編集報道部
門（論説委員を含む）に所属する人を指す。
ただし、取材編集において担当している部
門、分野は問わないこととした。日本全国に
存在するジャーナリスト全員の連絡先や所在
を明らかにすることは方法として困難である
ため、今回の調査対象のジャーナリストは、
日本新聞協会加盟の新聞社、通信社に所属す
る記者、そして日本放送協会（NHK）と日
本民間放送連盟に加盟するテレビ局に在籍す
る記者とした。そのため標本抽出法は有意抽
出法（作為抽出法）である。しかしながら、
この標本抽出によって日本の主要な全国紙や
主要キー局だけでなく、日本全国に存在する
地域紙、地方紙やローカル局に所属する記者
でさらに幅広い年代層の記者も調査対象とす
ることができる。そして日本新聞協会に加盟
する新聞社、通信社全社を対象として、また
NHKと日本民間放送連盟に加盟するテレビ
局全社を対象として、各社ごとに調査対象と
する記者数を概算で割り付けした（6）。その
結果、対象となった会社は217社、割り付け
られた記者数全体は6100人となった。その
後、調査対象となる全社に調査依頼を行い、
調査への協力が得られた社に対して、割り付
けられた数の調査票を郵送で送付する託送調
査法を採用した。託送された調査票は各社で
記者に配布され、記者が自記式で質問紙に回
答し、個人の調査対象者単位で返信用封筒で
返送する方法をとった。これは、記者個人の
回答の秘密を守るためである。これが今回の
日本のジャーナリスト調査の具体的な調査方

（ 6） 割り付けの方法は、各新聞社、テレビ局の記者数を確認し、その記者数に応じて、それぞれの会社にアン
ケート調査をお願いする方式を採用した。この割り当て法であれば、各会社の規模に応じてアンケート調
査の配表数が確定されるため、サンプルのバイアスはある程度解消できると考える。
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法である。全体で2200票を託送し、回収数は
747票、回収率は33.9％であった。有効回答
数も747票、有効回答率も33.9％であった。
よって、この調査の調査回答者数はN＝747

である。
調査回答者の属性についてまとめると、男

女比は、男性の回答者が79.6％（594人）、女
性が17.4％（130人）であった（無回答NA＝
2.9％）。この性別の偏りは新聞社や通信社、
テレビ局の報道部門での性別の偏りを表して
いると考えられる。回答者の平均年齢は41.3

歳で、20代が10.1％、30代が31.1％、40代が
33.5％、50代が18.5％、60代以上が1.1％であ
った（無回答NA＝5.8％）。各年代層がバラ
ンスよく回答されている。学歴については、
中学卒業が0％、高校卒業が0.9％、短大専門
学校卒業が0.9％、大学卒業が87.9％、大学院
修了が 6％であった（無回答NA＝3.9％）。
また、「ジャーナリズムに関する専門教育を
受けたことがある」回答者が14.7％、「ジャ
ーナリズムに関する専門教育を受けたことは
ない」回答者が81.6％であった（無回答NA

＝3.6％）。また勤務している企業・団体の形
態をみると、新聞社が49.5％、テレビ局が
44.4％、ラジオ局が0％、通信社が2.1％、そ
の他が0.5％であった（無回答NA＝3.5％）。
仕事の兼務率をみると、「兼務している仕事
がある」回答者は13.9％、「兼務している仕
事はない」回答者は78.4％であった（無回答

NA＝7.6％）。また本職以外の有給活動に「関
わっている」回答者は1.9％、「関わっていな
い」回答者は93.8％である。その企業への所
属年数の平均値は16.9年で、5年未満が11.3

％、「6～10年」が15.8％、「11～15年」が
16.1％、「16～20年」が15.3％、「21～25年」が
18％、「26～30年」が9.9％、「31年以上」が
6.2％であった（無回答NA＝7.5％）。記者と
して職場以外でジャーナリズムに関する団体、
活動に参加しているかどうかをたずねたとこ
ろ、「ジャーナリズムに関する団体・活動に
参加している」回答者は3.6％、「ジャーナリ
ズムに関する団体・活動に参加していない」
回答者は91％であった（無回答NA＝5.4％）。
こうした属性をもった回答者からなるアン
ケート調査結果について、次の章から結果の
考察を行う。

4. �日本のジャーナリストの意識
構造に関する分析

日本のジャーナリストは権力監視について
どのように考えているのであろうか。権力の
監視という機能の遂行度とその重要性につい
て聞いた問いが、表1の結果である。
この表1から、「議員・公務員・企業経営

者等の活動の監視」という権力の監視の遂行
度について、多くのジャーナリストが高く評
価していることがわかる（「果たしている」

表1　マスメディアの権力の監視とその重要度について

果たしてい
る

ある程度果
たしている

あまり果た
していない

果たしてい
ない NA

議員・公務員・企業経営者等の
活動の監視 16.6％ 68.2％ 13.0％ 1.4％ 0.8％

とても重要
である

かなり重要
である

まあ重要で
ある

あまり重要
でない 重要でない NA

政治指導者を監視・調査する 55.4％ 35.6％ 7.6％ 0.8％ 0％ 0.5％
ビジネスを監視する 24.2％ 39.7％ 32.1％ 3.5％ 0％ 0.5％
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16.6％、「ある程度果たしている」68.2％）。
また、権力の監視という機能について重要で
あるかどうか尋ねた、「政治指導者を監視・
調査する」と回答した人は9割以上に上る
（「とても重要である」55.4％、「かなり重要
である」35.6％）。この結果から、日本のジ
ャーナリストはマスメディアの権力の監視と
いう機能の遂行に関しても、重要性に関して
も高く評価していると考えられる。では、各
国ではこの重要な機能や役割に関してどのよ
うに考えているのであろうか。
次の表2は、WJSパイロット調査から得ら
れたオーストリア、ブラジル、中国、エジプ
ト、ドイツ、インドネシア、ロシア、スペイ
ン及び米国の結果と、参考のため「13年日大
調査」の結果を載せている（7）。この表2では、
「とても重要である」と「かなり重要である」
の評価を合計した結果を載せている。調査時
期が異なり、パイロット調査と本調査では、
ワーディングも若干異なっているので、参考
に過ぎないが、日本のジャーナリストの特徴

を見るために使用する。
表2の結果から、日本のジャーナリストは

「観察者に徹する」は関与対非関与（超然）
の次元の機能に関しては、他の10国と比べる
とかなり低い。つまり、当事者に、参加者に
なるべきではないという規範に関わるのであ
るが、その点についてはそれほど高くない。
他方で、「政治指導者を監視・調査する（番
犬として行動する）」は90.3％と非常に高く、
96％のエジプトに次ぐ。ただし、他の国の結
果からも、権力の監視という機能は重要な概
念であると認識されていることがわかる。他
の国々と比べると、日本のジャーナリストは
重視している傾向にあるといえる。
日本のジャーナリストは権力の監視を果た
せていると認識し、かつ重要な機能であると
認識している。では、その機能を果たせてい
ると考える要因はどういう意識からくるので
あろうか。その要因、すなわち影響を及ぼし
ていると考えられる独立変数の選定を行う。

3章で指摘したように、マスメディア組織

表2　各国におけるジャーナリズムの重要な機能と役割

日本 オーストリア ブラジル 中国 エジプト ドイツ インドネシア ロシア スペイン 米国
観察者に徹する 43.9 96 85.9 79.2 96 89 62.9 70.1 82 82.8

政治指導者を監視・調査する（政府の番犬として行動する） 90.3 81 89 83.2 96 88 80.8 56.7 58 86

ビジネスを監視・調査する（ビジネスエリートの番犬として行動する） 62.7 59.6 51 57.4 76 72 60.2 32.3 44 71.7

政治的議題を設定する 60.3 19 24.2 45.1 43.4 21 41.4 35.1 18 11

世論に影響を与える 43 12 24 73.7 91 17.2 48.5 61.6 29.63 17.7

社会変化を唱道する 31.5 34 52.5 60.7 89.8 23.2 60.6 28.9 43.9 25

国家の発展を支援する（繁栄と発展をもたらす政府の政策を支援する） 45.2 3 43.4 60 54.3 18.2 22.2 26.5 29.3 22.7

政治・ビジネス指導者の好意的イメージを伝える 1.1 6 1 23.4 10.9 5.1 13.1 30.6 6 6.1

最も多くの読者・視聴者を引き付ける種類の情報を提供する 38.9 88 67 50 17.3 84 71.7 64.3 74 49

市民に政治的決定に必要な情報を提供する 82.6 94 99 76.1 95 98 78.8 70.7 71 90

政治的活動に人びとが参加するよう動機付ける 48.4 70 60 50.5 83 72 63.6 45.9 60.6 54.4

出典：Weaver et al.（2012） The Global Journalist in the 21st Century, pp. 479-480と大井ら （2014） をもとに筆者が作成

（ 7） 今回の我々の調査は「Worlds of Journalism Study」（WJS）という80か国からなる、国際比較のプロジェクト
に参加しており、各国がそれぞれのデータを集約し、国際比較を行う予定になっている。そのプレ調査結
果が表 2である。日本のみ本調査結果となっている。URLはhttp://www.worldsofjournalism.org/
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に属するジャーナリストには様々な制約が存
在する。1つは個人レベルの要因であり、2

つ目は組織レベルの要因（ルーティーン）で
あり、3つ目は組織内、組織外の要因であり、
最後は専門職業的な倫理・規範である。
そこで、ジャーナリストが取材や報道にお

いて、影響を与えられていると考えている組
織内部の要因について聞いた質問があるた
め、その質問項目の因子分析を行い、それぞ
れのレベルの要因が検出されるか分析を行っ
た。その結果が図1である（8）。
この因子分析の結果から、ジャーナリストの
取材に影響を及ぼす要因として潜在的に4つの
因子で構成されることが明らかになった（9）。
先の 3章で Shoemaker&Reese（1991, 1996）
が指摘した、個人的要因、すなわち、ジャー
ナリスト個人の経験や特性、または、個人の
価値観、社会観、ジャーナリスト個人を取り
巻く環境にあたる因子を、「個人レベル」因

子（3因子）と名付けた。個人レベルにあた
る要因が権力の監視を規定する要因と言える
ならば、日本のマスメディアに従事するジャ
ーナリストは、個人主義、もしくは組織内で
も各々が独立した価値観をもった集積体であ
り、個人の価値観により、権力の監視機能を
評価していると考えられる。次に、上司や組
織の方針といった、組織に関わるレベルでの
要因を「組織レベル」因子と名付けた。そし
て、「読者・視聴者の調査データ」などの組
織外部からの影響に関わるものが集まった因
子を「組織外因レベル」（2因子）と名付け
た。このレベルの要因が影響を与えていると
すると、広告主や利益など商業的な側面が権
力の監視を阻害していると考えられる。そし
て最後に、4因子目と検出されたものを「組
織規範レベル」因子と名付けた。ジャーナリ
ズムの倫理や時間の制約といった、専門職業
意識に関わる質問項目がこの因子にあたるた

図1　ジャーナリストの取材や活動に制約を与える内部要因に関する因子分析

1因子
組織レベル

2因子
組織外因レベル

3因子
個人レベル

4因子
組織規範レベル

会社の編集責任者
会社の会長や社長
編集方針・政策

0.809
0.788
0.750

読者・視聴者の調査データ
ニュース取材資源の利用可能性
利益の期待
広告のクライアントへの考慮

0.748
0.737
0.584
0.559

同僚スタッフ
あなたの上司
あなたの個人的な価値観や信念

0.854
0.662
0.614

ジャーナリズムの倫理
時間の制約

0.794
0.661

因子抽出法：主成分分析
Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の速度
寄与率

0.762

63.9％

（ 8） 上記の質問項目に関しては「大きな影響がある」、「かなり影響がある」、「まあ影響がある」、「あまり影響
がない」、「全く影響がない」の 5段階の尺度で聞いている。図 2の尺度も同じである。

（ 9） 因子分析の測定結果を見ると、0.762であるため、この質問群で因子分析を行ったことに問題ないと考えら
れる。 4つの因子を独立変数として後の回帰分析に投入することにする。
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め、権力の監視に影響を与えているとする
と、ジャーナリストして、マスメディア組織
人としての規範の高さが権力の監視を遂行す
るにあたり重要であると考えられる。
そして、次に、権力の監視に関わる外部要

因の影響を独立変数として考慮するために、
ジャーナリストが取材や報道において、影響
を与えられていると考えている外部要因のに
ついて聞いた質問があるため、その因子分析
を行い、外部レベルの要因が検出されるか分
析を行った。ここでは、3つの因子が検出さ
れたが、監視される側（政府官僚など）の影
響があるかないかという点が権力の監視の遂
行度に関わってくるため、1因子目を「利害
関係アクター」と名付けた。この因子の因子
得点を用いて権力の監視に関する遂行度の分
析の独立変数として投入する（10）。
では、権力の監視の遂行に関する質問（表

1）を従属変数として、その遂行度に影響を
及ぼしている要因として考えられる独立変数

を選定したものを投入して分析を行うことに
する。その結果が表3である。従属変数の質
問が、順序尺度であるため、本論では、順序
ロジット分析を行った。また、コントロール
変数として性別ダミー、年齢（実数）、所属
ダミーを投入した（11）。ここでは、その結果
を見ていく（モデル1）
権力の監視に関しては、「組織外因レベル」
と「組織規範レベル」そして、「利害関係ア
クター」の3つの要因が影響を及ぼしている
ことが、順序ロジット分析のモデル1から明
らかになった。この結果を解釈すると、広告
主や視聴者など組織経営に関係する組織外の
要因がマイナスとなっていることから、これ
らの影響をあまり感じないジャーナリストほ
ど、また組織規範がプラスの値となっている
ことから、専門職業としての倫理・規範が高
いジャーナリストほど、権力の監視機能をマ
スメディアは役割を果たせていると認識して
いると考えられる。また、外部の利害関係ア

図2　ジャーナリストの取材や活動に制約を与える外部要因に関する因子分析

1因子
利害関係アクター

2因子
周辺的要因

3因子
情報・制度要因

圧力団体
政府官僚
検閲
軍、警察、国家安全保障
パブリックリレーションズ

0.845
0.829
0.746
0.737
0.628

他メディアの同僚
あなたの友人、知人、家族
読者・視聴者からのフィードバック
競争関係にあるニュースメディア

0.776
0.732
0.729
0.531

情報のアクセス
メディア法や規制

0.773
0.770

因子抽出法：主因子法
Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の速度
寄与率

0.802

59.9％

（10） 因子分析の測定結果を見ると、0.802であるため、この質問群で因子分析を行ったことに問題ないと考えら
れる。因子分析を行って抽出された他の変数も因子得点を用いる。

（11） 性別は男性が 1、女性が 0である。所属は新聞が 1、テレビが 0である。
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クターの値がマイナスとなっていることか
ら、これらの影響をあまり感じていないジャ
ーナリストほど権力監視機能という役割をマ
スメディアが果たせていると認識しているこ
とが明らかになった。
以上の点から、権力の監視という機能が十

分に機能を果たすためには、ジャーナリスト
がマスメディア組織の経営的な側面から独立
して活動を行えること、また組織やジャーナ
リズムの規範を醸成することが重要となって
くると考えられる。さらに、結果から、日本
のジャーナリストとは極めて模範的なジャー
ナリスト像を志向していると考えられる。な
ぜなら、ジャーナリストとして高い専門職業
意識を持ち、また組織としても、広告主や利
害関係者といった外部要因からの圧力を感じ
ていない、もしくは独立性が高いと考えられ
るためである。個人レベルの要因やそれに関

わる性別による影響も権力の監視の機能を規
定する要因として働いていないために、権力
の監視というジャーナリストの活動に関して
は、少なくとも個人レベルの価値判断が入る
ことはほとんどないと解釈できる。
つまり、Shoemaker&Reese（1991, 1996）
のジャーナリストの取材や活動に影響を与え
る要因モデルに近い意識を有しているといえ
る。彼女らの研究はアメリカにおけるコンテ
クストでの理念に関するモデルである。日本
のジャーナリストが、欧米型のジャーナリズ
ムの規範的な実践を行っているとも考えられ
るが、その点は推測の域を出ない。
しかしながら、モデル2では、自ら所属する
マスメディア組織からもらっている年収の満
足度と組織の仕事に対する満足度のダミー変
数を追加して、順序ロジット分析をしたとこ
ろ、また別の一面が垣間見ることができる（12）。

表3　権力の監視を規定する順序ロジット分析

モデル1 モデル2

β S.E β S.E

組織レベル 0.112 0.086 0.136 0.087

組織外因レベル -0.163† 0.085 -0.093 0.087

個人レベル 0.052 0.085 0.009 0.087

組織規範レベル 0.226＊＊ 0.084 0.184＊ 0.085

利害関係アクター -0.212＊ 0.087 -0.198＊＊ 0.088

性別ダミー -0.255 0.233 -0.248 0.234

所属ダミー -0.188 0.168 -0.269 0.172

年齢 -0.009 0.01 0.071† 0.01

年収ダミー 0.477＊＊ 0.189

満足度ダミー 0.689＊＊＊ 0.222

-2LL
Nagelkerke R2
n

 1155.072
 0.045
 747

 1174.876
 0.079
 747

＊＊＊p＜0.001，＊＊p＜0.01，＊p＜0.05，†＜0.1

（12） 年収、組織の仕事の満足度に関しては「とても満足している」、「やや満足している」、「あまり満足してい
ない」、「全く満足していない」の尺度を「満足している」を 1、「満足していない」を 0として再定義した
ダミー変数を投入した。
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まず、「年収ダミー」が要因として効いて
いることがわかる。年収に満足度が高いジャ
ーナリストほど、マスメディアは権力の監視
の遂行ができていると認識しているのであ
る。また「年齢」もプラスの値で変数として
効いているため、年齢が高くなり、年収も地
位も上昇することで、組織の規範が高くなる
ということを示唆しているといえる。マスメ
ディア組織に属する会社員という一面も持ち
合わせているため、会社組織での序列が高く
なり、満足度か高ければ、組織規範も高くな
ると考えられる。日本のマスメディア組織に
おける記者の雇用形態は、多くが海外のよう
な年俸制でもない。また、会社間の移動も激
しくないため、会社員的な発想がジャーナリ
ストにも働く可能性がある。日本のジャーナ
リストは社会の木鐸やアウトローという認識
よりも、専門職業としてのエリート的な認識
をしているではないだろうか。この点は、推
論の域を出ないが、日本社会の特質でもある
ため検討する必要があるあるだろう。

結．　おわりに

日本では、マスメディアに従事するジャー
ナリスト達は、マスメディアの権力の監視が
重要な役割を果たしていると認識しており、
その要因として、「年収への満足度」や「自
社組織への満足度」、そして、その満足度が
関係しているのか、専門職業としての規範的
な考え方により左右されることが明らかにな
った。
日本のジャーナリストは権力の監視が重要

な機能であると現状では認識しており、高い
職業倫理も有しているという点、また監視す
べき利害関係者から、一定の距離を保ち、独
立している点を考えると、民主主義における
権力の監視が機能するためには、メディアの

権力からの自由度は非常に重要な問題となっ
てくる。他の民主主義国家でも、この独立性
が担保されている国では、権力の監視に評価
が高いであろうか。その点は課題である。
更なる課題として、本論の分析で明らかに
なったように、ある種、マスメディア組織内
部の会社員的な思考は、他国のマスメディア
に従事する記者、ジャーナリストにもあては
まるものであろうか。この点は明らかに出来
なかったため検討する余地があるといえる。
こうした分析結果は、比較ができた場合、日
本のマスメディアの従事するジャーナリス
ト、もしくはジャーナリズムに固有の特徴な
のかどうかが明らかになる。また、権力の監
視の遂行度に関して、他国のジャーナリスト
は肯定的であろうか。そして、その要因はど
のようなものであろうか。この3点は各国の
WJSの結果について比較分析を考察すること
で明らかにしたい。
最後に、方法論的な課題となるが、本論で
使用したデータの基になったジャーナリスト
調査の方法にも限界があり、ジャーナリスト
の選定に関わるバイアスの除去をどのように
行うべきか再度検討する必要があると考え
る。
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